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(省庁名：国土交通省）
（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

上士別地区事業推進
調整等委託業

支出負担行為担
当官
旭川開発建設部
長
鎌田照章
北海道旭川市宮
前通東4155番31

平成24年7月2日

士別市
北海道士別市
東4条5丁目13
番地

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

4,375,000 4,375,000 100.0% －

当該業務の履行にあ
たっては、区画整理工
事に際し調整が必要と
されるライフライン(排水
路・市道・水道)施設等
の地域情報、特定の個
人情報、地区内農地の
権利関係に関する調査
を中心に行う必要があ
り、これらの情報を保有
し、地域の関係農家に
精通している唯一の公
的機関であることから、

①イ（ニ）

沙流川総合開発事業
の内道道宿志別振内
停車場線付替工事用
地内埋蔵文化財発掘
調査委託業務

支出負担行為担
当官
室蘭開発建設部
長
戀塚貴
北海道室蘭市入
江町1番地14

平成24年7月2日
平取町
北海道沙流郡
平取町本町28

会計法第29条の3第
4項

20,502,710 20,502,710 100.0% －

文化財保護法に基づく
北海道教育委員会との
協議により平取町が発
掘調査を行うこととなっ
たため

①イ（ニ）

浄化槽法定検査手数
料(第11条検査)

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
岩手河川国道事
務所長
髙橋公浩
岩手県盛岡市上
田4－2－2

平成24年7月3日

岩手県浄化槽
検査センター
岩手県紫波郡
矢巾町流通セ
ンター南3-5-8

会計法第29条の3第
4項並びに予算決算
及び会計令第102条
の4第3号

－ 12,000 － －

浄化槽法第11条に基づ
き行われる定期検査の
手数料であり、岩手県
知事が指定している検
査機関であるため。

①イ（イ）

【様式２】
平成２５年度以降も競争性のない随意契約とならざるを得ないもの
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

デジタル道路地図
データベース更新業
務

支出負担行為担
当官
中国地方整備局
長
戸田和彦
広島県広島市中
区上八丁堀6-30

平成24年7月3日

一般財団法人
日本デジタル
道路地図協会
東京都千代田
区平河町1-3-
13

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

21,798,000 20,790,000 95.4% 2

当該機関は、本データ
ベースに関し、共有著
作者として著作権を有
するとともに著作権、著
作者人格権を行使する
ことを意思表示してお
り、またデータベース更
新において代替性のな
い特定の知識を有して
いることから、本業務を
遂行できる唯一の機関

①ニ（ヘ）

平成24年度官庁業務
合同説明会施設使用
料等

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
仙台市青葉区二
日町9-15

平成24年7月9日

財団法人仙台
市産業振興事
業団
仙台市青葉区
中央一丁目3
番1号

会計法第29条の3第
4項並びに予算決算
及び会計令第102条
の4第3号

－ 9,260 － －

国家公務員採用試験の
合格者に対して実施さ
れる各機関合同の説明
会のための施設使用料
であり、場所が限定され
るため。

①ロ

平成24年度官庁業務
合同説明会会場設営
及び撤去料

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
仙台市青葉区二
日町9-15

平成24年7月9日

株式会社東北
共立
仙台市太白区
八本松2丁目
10番11号

会計法第29条の3第
4項並びに予算決算
及び会計令第102条
の4第3号

－ 9,260 － －

国家公務員採用試験の
合格者に対して実施さ
れる各機関合同の説明
会のための会場設営及
び撤去料であり、契約
の相手方が限定される
ため。

①ロ

会場借り上げ

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
仙台市青葉区二
日町9-15

平成24年7月9日
ハーネル仙台
仙台市青葉区
本町2-12-7

会計法第29条の3第
4項並びに予算決算
及び会計令第102条
の4第3号

－ 86,100 － －

契約の相手方が会議開
催日に参加人員を収容
できる場所を提供できる
唯一の相手方であるこ
とから場所が限定され、
供給者が一に特定され
る賃貸借契約であるた

①ロ

岩沼国道維持出張所
仮設庁舎賃貸借

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
仙台河川国道事
務所長
桜田昌之
仙台市太白区郡
山五丁目6番6号

平成24年7月10日

コマツハウス株
式会社東北支
社
宮城県仙台市
宮城野区蒲生
字蓬田前48-2

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

1,220,269 1,218,000 99.8% －

庁舎用地の借入契約に
ついては、場所が限定
されることにより、供給
者が一に特定され、当
該場所でなければ行政
事務を行なうことが不可
能であり、競争を許さな
いため。

①ロ
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

川崎港東扇島地区基
幹的広域防災拠点緊
急物資輸送訓練業務
緊急物資海上輸送訓
練の実施

支出負担行為担
当官
関東地方整備局
副局長
吉永清人
横浜市中区北仲
通5-57

平成24年7月10日

東亜建設工業
(株)横浜支店
横浜市中区太
田町1-15

会計法第29条の3第
4項

1,307,086 1,260,000 96.4% －

災害対策基本法に基づ
く防災業務計画の一環
として締結した「災害時
の応急対策業務に関す
る協定」に基づき、当該
者に災害時の対応及び
防災訓練の実施を義務
づけているため。

①イ（イ）

志布志港新若浜地区
野積場6，249㎡使用
料

分任支出負担行
為担当官
九州地方整備局
志布志港湾事務
所長
花田孝美
鹿児島県志布志
市志布志町帖
6617－182

平成24年7月10日

鹿児島県
鹿児島県鹿児
島市鴨池新町
10-1

会計法第29条の3第
4項

1,734,100 1,734,100 100.0% －

当該場所でなければ公
共事業を行うことが不
可能であることから場所
が限定され、供給者が
一に特定されるため

①ロ

建設物価情報提供業
務

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
岩手河川国道事
務所長
髙橋公浩
岩手県盛岡市上
田4－2－2

平成24年7月11日

一般財団法人
建設物価調査
会
東京都中央区
日本橋大伝馬
町11-8

会計法第29条の3第
4項並びに予算決算
及び会計令第102条
の4第3号

－ 33,600 － －
他に当該情報を提供で
きる業者がいないため。

①ニ（ヘ）

会場借り上げ

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
仙台市青葉区二
日町9-15

平成24年7月11日

公益財団法人
仙台ひと・まち
交流財団
仙台市青葉区
大町2-12-1

会計法第29条の3第
4項並びに予算決算
及び会計令第102条
の4第3号

－ 38,350 － －

契約の相手方が会議開
催日に参加人員を収容
できる場所を提供できる
唯一の相手方であるこ
とから場所が限定され、
供給者が一に特定され
る賃貸借契約であるた
め。

①ロ

川崎港東扇島地区基
幹的広域防災拠点緊
急物資輸送訓練業務
(その2)
緊急物資海上輸送
(積込み・陸揚げ)訓練
の実施

支出負担行為担
当官
関東地方整備局
副局長
吉永清人
横浜市中区北仲
通5-57

平成24年7月11日
川崎港運協会
川崎市川崎区
東扇島38-1

会計法第29条の3第
4項

582,842 564,900 96.9% －

災害対策基本法に基づ
く防災業務計画の一環
として締結した「災害時
おける荷役・運送等に
関する協定」に基づき、
当該者に災害時の対応
及び防災訓練の実施を
義務づけているため。

①イ（イ）
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

地籍調査着手推進事
業

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年7月12日
静岡県知事
静岡市葵区追
手町9-6

会計法第29条の3第
4項

7,000,000 7,000,000 100.0% －

地籍調査は国土調査法
等に基づき実施されて
おり、特に国土調査法
第6条の3(地籍調査に
関する都道府県計画
等)及び第6条の4(事業
計画の実施等)におい
て、都道府県は管内市
町村の地籍調査の実施
について積極的に関わ
ることとなっている。経
費についても、第9条の
2(経費の負担)において
市町村の地籍調査に要
する経費の4分の3を負
担することになってい
る。このように国土調査
法では国が直接市町村
に対しておこなう事務は
なく、計画・経費等すべ
て都道府県知事が行う
こととなっている。このよ
うなことから未着手休止
中を着手に導くための
着手推進事業は都道府

①イ（イ）

作業ヤード賃貸借(そ
の13)

分任支出負担行
為担当官
四国地方整備局
高知港湾・空港
整備事務所長
西村拓
高知県高知市種
崎874

平成24年7月12日

高知県幡多土
木事務所長
高知県四万十
市古津賀4-61

会計法第29条の3第
4項

851,860 851,860 100.0% －

宿毛湾港における港湾
整備事業の実施に必要
な作業用地を賃貸借契
約しており、当方が必要
な要件(所在地、広さな
ど)を満たす用地は他に
なく、事業実施の間は
継続して用地を確保す
る必要があるため。

①ロ

由仁外1地区区画整
理事業推進調整等委
託業務

支出負担行為担
当官
札幌開発建設部
長
西村泰弘
北海道札幌市中
央区北2条西19
丁目

平成24年7月12日

由仁土地改良
区
北海道夕張郡
由仁町本町
151番地

会計法第29条の3第
4項

4,964,754 4,964,754 100.0% －

当該業務の履行にあ
たっては、必要な個人
情報等を保有し、水利
施設等の状況に精通し
ている当該土地改良区
に委託することが妥当
であると判断したため。

①イ（ニ）
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

デジタル道路地図更
新業務

支出負担行為担
当官
北海道開発局開
発監理部長
稗田昭人
北海道札幌市北
区北8条西2丁目

平成24年7月12日

一般財団法人
日本デジタル
道路地図協会
東京都千代田
区平河町1-3-
13ヒューリック
平河町ビル5階

会計法第29条の3第
4項

16,537,500 15,330,000 92.7% －

本業務の遂行にあたっ
ては、最新のデータ
ベースとの整合性、統
一性を図るため、デジタ
ル道路地図データベー
ス仕様に基づき、デジタ
ル道路地図データベー
スの更新が必要であ
る。
一般財団法人日本デジ
タル道路地図協会は、
上記のデジタル道路地
図データベース仕様の
著作権を有しており、著
作者人格権及び著作権
の行使について意思表
示していることから、本
業務を遂行する上で必
要とされる条件を満た
し、業務実施能力を有し
ている唯一の法人であ
る。よって、当該法人を

①ニ（ヘ）

微量ポリ塩化ビフェニ
ル汚染廃電気機器等
(特別管理産業廃棄
物)処理

支出負担行為担
当官
第六管区海上保
安本部長
添田慎二
広島市南区宇品
海岸3-10-17

平成24年7月13日

光和精鉱株式
会社
福岡県北九州
市戸畑区飛幡
町2-2

会計法第29条の3第
4項

1,210,650 1,210,650 100.0% －

ポリ塩化ビフェニル廃棄
物の適正な処理の推進
に関する特別措置法の
定めによる処理施設と
して認定され、当該契約
内容を履行できる唯一
の事業者であるため。

①イ（イ）

会場借り上げ

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
仙台市青葉区二
日町9-15

平成24年7月17日

宮城自治労会
館
仙台市青葉区
二日町7番23
号

会計法第29条の3第
4項並びに予算決算
及び会計令第102条
の4第3号

－ 19,600 － －

契約の相手方が会議開
催日に参加人員を収容
できる場所を提供できる
唯一の相手方であるこ
とから場所が限定され、
供給者が一に特定され
る賃貸借契約であるた
め。

①ロ
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

排水ポンプ車照明車
運搬作業

分任支出負担行
為担当官
中国地方整備局
山口河川国道事
務所長
池田憲二
山口県防府市国
衙1-10-20

平成24年7月17日

藤本工業株式
会社
山口県防府市
佐波1-9-19

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

2,138,850 2,131,500 99.7% －

「平成24年7月九州北部
豪雨」に際し、九州地方
整備局より災害支援要
請があり、災害対策基
本法に基づく防災業務
計画の一環として「災害
応急対策活動等に関す
る基本協定」を締結して
おり、かつ早急な対応
ができ、車両の機械装
置を熟知、運用に長け
ている唯一の業者であ

①イ（イ）

由仁地区地域住民の
参加による農地再編
整備推進委託業務

支出負担行為担
当官
札幌開発建設部
長
西村泰弘
北海道札幌市中
央区北2条西19
丁目

平成24年7月17日

由仁町
北海道夕張郡
由仁町新光
200番地

会計法第29条の3第
4項

2,427,738 2,427,738 100.0% －

当該業務の履行にあ
たっては、当該地区に
おける国営農地再編整
備によって地域住民等
が間接的に裨益する効
用を踏まえ、将来にわ
たり当該地域住民等に
も主体的に整備後の施
設の維持管理に参加し
てもらうため、受益農家
や多くの地域住民等の
意向集約について包括
的調整を行うことが必
要であり、事業対象域
内の農家や地域住民等
の実情を詳細かつ正確
に把握し、調整能力を
有する唯一の公的機関
である由仁町に委託す

①イ（ニ）

由仁地区営農形態・
農産物販売状況調査
委託業務

支出負担行為担
当官
札幌開発建設部
長
西村泰弘
北海道札幌市中
央区北2条西19
丁目

平成24年7月17日

そらち南農業
協同組合
北海道夕張郡
栗山町中央3
丁目104番地

会計法第29条の3第
4項

2,503,078 2,503,078 100.0% －

当該業務の履行にあ
たっては、必要な個人
情報等を保有し、当該
地域の営農形態等を詳
細かつ正確に把握して
いる当該農業協同組合
に委託することが妥当
であると判断したため。

①イ（ニ）



7/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

広島港出島地区への
土砂投入の管理等に
係る費用負担

支出負担行為担
当官
中国地方整備局
副局長
安田実
広島市中区東白
島町14-15

平成24年7月18日

広島県知事
広島県広島市
中区基町10-
52

会計法第29条の3第
4項

9,660,000 9,660,000 100.0% －
広島県との取決めによ
り、契約の相手が一に
定められているため

①イ（ニ）

官報公告等掲載契約

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
青森河川国道事
務所長
盛谷明弘
青森県青森市中
央三丁目20番38
号

平成24年7月20日

独立行政法人
国立印刷局
東京都港区虎
ノ門二丁目2番
4号

会計法第29条の3第
4項並びに予算決算
及び会計令第102条
の4第3号

－ 165,375 － －

官報の編集、印刷及び
普及事務については、
内閣府より独立行政法
人国立印刷局に委託さ
れており、当該業務を
行うことができる唯一の
事業者であり競争を許
さないため

①ハ
単価
契約

円山川激甚災害特別
緊急事業に伴う埋蔵
文化財発掘調査出土
品整理事業

分任支出負担行
為担当官
近畿地方整備局
豊岡河川国道事
務所
齋藤博之
兵庫県豊岡市幸
町10番3号

平成24年7月20日

兵庫県教育長
神戸市中央区
下山手通5-
10-1

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

－ 2,992,743 － －

兵庫県埋蔵文化財取扱
要綱第5条では、兵庫県
内において国の機関等
が行う事業に係る埋蔵
文化財の調整及び発掘
調査は、兵庫県教育委
員会が実施すると定め
ている。
以上のこのことから、上
記相手方と委託契約を

①イ（ニ）

一般国道483号北近
畿豊岡自動車道和田
山八鹿道路事業に伴
う埋蔵文化財発掘調
査出土品整理事業

分任支出負担行
為担当官
近畿地方整備局
豊岡河川国道事
務所
齋藤博之
兵庫県豊岡市幸
町10番3号

平成24年7月20日

兵庫県教育長
神戸市中央区
下山手通5-
10-1

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

－ 14,498,145 － －

兵庫県埋蔵文化財取扱
要綱第5条では、兵庫県
内において国の機関等
が行う事業に係る埋蔵
文化財の調整及び発掘
調査は、兵庫県教育委
員会が実施すると定め
ている。
以上のこのことから、上
記相手方と委託契約を

①イ（ニ）



8/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

志布志港新若浜地区
野積場5，225㎡使用
料

分任支出負担行
為担当官
九州地方整備局
志布志港湾事務
所長
花田孝美
鹿児島県志布志
市志布志町帖
6617－182

平成24年7月20日

鹿児島県
鹿児島県鹿児
島市鴨池新町
10-1

会計法第29条の3第
4項

1,449,940 1,449,940 100.0% －

当該場所でなければ公
共事業を行うことが不
可能であることから場所
が限定され、供給者が
一に特定されるため

①ロ

妹背牛地区用排水路
整備推進調整等委託
業務

支出負担行為担
当官
札幌開発建設部
長
西村泰弘
北海道札幌市中
央区北2条西19
丁目

平成24年7月20日

深川土地改良
区
北海道深川市
西町10番36号

会計法第29条の3第
4項

5,073,350 5,073,350 100.0% －

当該業務の履行にあ
たっては、必要な個人
情報等を保有し、用排
水施設の利用状況等に
精通している当該土地
改良区に委託すること
が妥当であると判断し
たため。

①イ（ニ）

妹背牛地区農地集
積・地域農業構造等
調査委託業務

支出負担行為担
当官
札幌開発建設部
長
西村泰弘
北海道札幌市中
央区北2条西19
丁目

平成24年7月20日

妹背牛町
北海道雨竜郡
妹背牛町字妹
背牛5200番地

会計法第29条の3第
4項

2,410,010 2,410,010 100.0% －

当該業務の履行にあ
たっては、特定の個人
情報、地区内農地の権
利関係に関する調査を
中心に行う必要があり、
これらの情報を保有し、
地域の関係農家に精通
している唯一の公的機
関であることから、妹背
牛町に委託するもので

①イ（ニ）

分担ＰＣＢ廃棄物処
理(鹿児島合庁)

支出負担行為担
当官
第十管区海上保
安本部長
新城達郎
鹿児島市東郡元
町4-1

平成24年7月20日

日本環境安全
事業株式会社
北九州事業所
福岡県北九州
市若松区響町
1丁目62番24

会計法第29条の3第
4項
予算決算及び会計
令102条の4第3号

9,849,000 9,849,000 100.0% －

環境省の、ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪ
ﾆﾙ廃棄物処理基本計
画により、同社で処理す
ることが策定されてい
る。

①イ（イ）
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

一般国道2号相生有
年道路事業に伴う埋
蔵文化財発掘調査出
土品整理事業

分任支出負担行
為担当官
近畿地方整備局
姫路河川国道事
務所長
松木洋忠
兵庫県姫路市北
条1ー250

平成24年7月23日

兵庫県教育長
神戸市中央区
下山手通5-
10-1

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

－ 1,995,030 － －

兵庫県埋蔵文化財取扱
要綱第5条では、兵庫県
内において国の機関等
が行う事業に係る埋蔵
文化財の調整及び発掘
調査は、兵庫県教育委
員会が実施すると定め
ている。
以上のこのことから、上
記相手方と委託契約を

①イ（ニ）

ポリ塩化ビフェニル廃
棄物(特別管理産業
廃棄物)処理委託業
務
川内川河川事務所
2012/07/23～
2013/03/31
役務

分任支出負担行
為担当官
川内川河川事務
所長
久保朝雄
鹿児島県薩摩川
内市東大小路町
20番2号

平成24年7月23日

日本環境安全
事業(株)北九
州事業所
福岡県北九州
市若松区響町
1丁目62番24

会計法第29条の3第
4項、予決令第102条
の4第3号

8,673,000 8,673,000 100.0% －

ポリ塩化ビフェニル廃棄
物の適正な処理の推進
に関する特別措置法(平
成13年6月22日法律第
65号)第7条に基づき定
められた「ポリ塩化ビ
フェニル廃棄物基本計
画」において、鹿児島県
区域内唯一のＰＣＢ廃
棄物処理施設として、当
契約相手方が指定され

①イ（ニ）

道路管理システム改
良業務

支出負担行為担
当官
中国地方整備局
長
戸田和彦
広島県広島市中
区上八丁堀6-30

平成24年7月24日

株式会社長大
東京都中央区
日本橋蛎殻町
1-20-4

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

23,940,000 23,940,000 100.0% －

当該業者は、本システ
ムの開発者である。本
業務を行うにあたり、著
作者人格権を行使する
ことを意思表示してお
り、また本システム改良
において代替性のない
特定の知識を有してい
ることから、本業務を遂
行できる唯一の業者で

①ニ（ヘ）

ブルームバーグによ
る情報提供業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年7月26日

ブルームバー
グＬ．Ｐ．
東京都千代田
区丸の内2-4-
1

会計法第29条の3第
4項

2,044,875 2,044,875 100.0% －
当該サービスを運用提
供している唯一の業者
であるため

①ニ（ヘ）
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

会場借り上げ(管内業
務発表会)

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
仙台市青葉区二
日町9-15

平成24年7月27日

アパホテル株
式会社
仙台市青葉区
二日町4-10

会計法第29条の3第
4項並びに予算決算
及び会計令第102条
の4第3号

－ 162,100 － －

契約の相手方が会議開
催日に参加人員を収容
できる場所を提供できる
唯一の相手方であるこ
とから場所が限定され、
供給者が一に特定され
る賃貸借契約であるた
め。

①ロ

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

北海道知事
北海道札幌市
中央区北三条
西6丁目

会計法第29条の3第
4項

771,000 771,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
青森県知事
青森県青森市
長島1-1-1

会計法第29条の3第
4項

112,000 112,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）



11/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
岩手県知事
岩手県盛岡市
内丸10-1

会計法第29条の3第
4項

229,000 229,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

宮城県知事
宮城県仙台市
青葉区本町3-
8-1

会計法第29条の3第
4項

450,000 450,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
秋田県知事
秋田県秋田市
山王4-1-1

会計法第29条の3第
4項

172,000 172,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

山形県知事
山形県山形市
松波二丁目8
番1号

会計法第29条の3第
4項

149,000 149,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
福島県知事
福島県福島市
杉妻町2-16

会計法第29条の3第
4項

362,000 362,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
茨城県知事
茨城県水戸市
笠原町978-6

会計法第29条の3第
4項

540,000 540,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）



13/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
栃木県知事
栃木県宇都宮
市塙田1-1-20

会計法第29条の3第
4項

364,000 364,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
群馬県知事
群馬県前橋市
大手町1-1-1

会計法第29条の3第
4項

350,000 350,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

埼玉県知事
埼玉県さいた
ま市浦和区高
砂3-15-1

会計法第29条の3第
4項

1,109,000 1,109,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）



14/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

千葉県知事
千葉県千葉市
中央区市場町
1-1

会計法第29条の3第
4項

1,608,000 1,608,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
東京都知事
東京都新宿区
西新宿2-8-1

会計法第29条の3第
4項

3,765,000 3,765,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

神奈川県知事
神奈川県横浜
市中区日本大
通1

会計法第29条の3第
4項

2,108,000 2,108,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）



15/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

新潟県知事
新潟県新潟市
中央区新光町
4-1

会計法第29条の3第
4項

387,000 387,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
富山県知事
富山県富山市
新総曲輪1-7

会計法第29条の3第
4項

179,000 179,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
石川県知事
石川県金沢市
鞍月1-1

会計法第29条の3第
4項

211,000 211,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）



16/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

福井県知事
福井県福井市
大手3丁目17
番1号

会計法第29条の3第
4項

104,000 104,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
山梨県知事
山梨県甲府市
丸の内1-6-1

会計法第29条の3第
4項

118,000 118,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

長野県知事
長野県長野市
大字南長野字
幅下692-2

会計法第29条の3第
4項

118,000 118,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）



17/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
岐阜県知事
岐阜県岐阜市
藪田南2-1-1

会計法第29条の3第
4項

369,000 369,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

静岡県知事
静岡県静岡市
葵区追手町9-
6

会計法第29条の3第
4項

695,000 695,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

愛知県知事
愛知県名古屋
市中区三の丸
3-1-2

会計法第29条の3第
4項

1,556,000 1,556,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）



18/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
三重県知事
三重県津市広
明町13番地

会計法第29条の3第
4項

330,000 330,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
滋賀県知事
滋賀県大津市
京町4-1-1

会計法第29条の3第
4項

335,000 335,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

京都府知事
京都府京都市
上京区下立売
通新町西入藪
ノ内町

会計法第29条の3第
4項

927,000 927,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）



19/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

大阪府知事
大阪府大阪市
中央区大手前
2丁目

会計法第29条の3第
4項

1,528,000 1,528,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

兵庫県知事
兵庫県神戸市
中央区下山手
通5-10-1

会計法第29条の3第
4項

1,138,000 1,138,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

奈良県知事
奈良県奈良市
登大路町30番
地

会計法第29条の3第
4項

226,000 226,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）



20/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

和歌山県知事
和歌山県和歌
山市小松原通
1-1

会計法第29条の3第
4項

168,000 168,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
鳥取県知事
鳥取県鳥取市
東町1-220

会計法第29条の3第
4項

64,000 64,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
島根県知事
島根県松江市
殿町1番地

会計法第29条の3第
4項

154,000 154,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）



21/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

岡山県知事
岡山県岡山市
北区内山下2-
4-6

会計法第29条の3第
4項

363,000 363,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

広島県知事
広島県広島市
中区基町10-
52

会計法第29条の3第
4項

356,000 356,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
山口県知事
山口県山口市
滝町1-1

会計法第29条の3第
4項

256,000 256,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）



22/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
徳島県知事
徳島県徳島市
万代町1-1

会計法第29条の3第
4項

95,000 95,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
香川県知事
香川県高松市
番町4-1-10

会計法第29条の3第
4項

51,000 51,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
愛媛県知事
愛媛県松山市
一番町4-4-2

会計法第29条の3第
4項

236,000 236,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）



23/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
高知県知事
高知県高知市
丸ノ内1-2-20

会計法第29条の3第
4項

140,000 140,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

福岡県知事
福岡県福岡市
博多区東公園
7-7

会計法第29条の3第
4項

780,000 780,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
佐賀県知事
佐賀県佐賀市
城内1-1-59

会計法第29条の3第
4項

171,000 171,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）



24/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
長崎県知事
長崎県長崎市
江戸町2-13

会計法第29条の3第
4項

212,000 212,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
熊本県知事
熊本県熊本市
水前寺6-18-1

会計法第29条の3第
4項

257,000 257,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
大分県知事
大分県大分市
大手町3-1-1

会計法第29条の3第
4項

230,000 230,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）



25/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
宮崎県知事
宮崎県宮崎市
橘通東2-10-1

会計法第29条の3第
4項

227,000 227,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日

鹿児島県知事
鹿児島県鹿児
島市鴨池新町
10-1

会計法第29条の3第
4項

267,000 267,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）

平成24年度建築物実
態調査

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年7月31日
沖縄県知事
沖縄県那覇市
泉崎1-2-2

会計法第29条の3第
4項

316,000 316,000 100.0% －

本調査は、建築物(着
工)及び除却建築物の
届出の実態を明らかに
し、もって住宅等行政の
基礎資料を得ることを
目的として実施するもの
であり、実施をする過程
において国勢調査世帯
名簿の閲覧が必要とな
るが、世帯名簿を直接
閲覧できる者が国又は
地方公共団体の職員に
限られているため。

①ニ（ヘ）



26/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

土地11，700㎡賃貸借

分任支出負担行
為担当官
九州地方整備局
別府港湾･空港
整備事務所長
梅崎康浩
大分県別府市石
垣東10-3-15

平成24年7月31日
大分県
大分県大分市
大手町3-1-1

会計法第29条の3第
4項

6,840,920 6,840,920 100.0% －

当該場所でなければ公
共事業を行うことが不
可能であることから場所
が限定され、供給者が
一に特定されるため

①ロ

分担ＰＣＢ廃棄物処
理(三角合庁)

支出負担行為担
当官
第十管区海上保
安本部長
新城達郎
鹿児島市東郡元
町4-1

平成24年7月31日

日本環境安全
事業株式会社
北九州事業所
福岡県北九州
市若松区響町
1丁目62番24

会計法第29条の3第
4項
予算決算及び会計
令102条の4第3号

16,611,000 16,611,000 100.0% －

環境省の、ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪ
ﾆﾙ廃棄物処理基本計
画により、同社で処理す
ることが策定されてい
る。

①イ（イ）

土地賃貸借

分任支出負担行
為担当官
北陸地方整備局
金沢港湾・空港
整備事務所長
水口幸司
石川県金沢市大
野町4－2－1

平成24年8月1日

石川県港湾土
地造成事業
石川県金沢市
鞍月1-1

会計法第29条の3第
4項

872,990 872,990 100.0% －

本契約は、金沢港港湾
整備事業継続に伴い工
事実施における作業用
の土地の借上げを行う
ものである。
工事の実施に際して
は、作業船による積出し
箇所に近接している必
要があるが、金沢港近
辺で必要面積を満たす
利用可能な土地の所有
者は、石川県だけであ
り、本契約を履行できる
唯一の者である。

①ロ

一般国道9号池田橋
盛土化事業(平野地
区)に伴う埋蔵文化財
発掘調査出土品整理
事業

分任支出負担行
為担当官
近畿地方整備局
豊岡河川国道事
務所
齋藤博之
兵庫県豊岡市幸
町10番3号

平成24年8月3日

兵庫県教育長
神戸市中央区
下山手通5-
10-1

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

－ 25,943,082 － －

兵庫県埋蔵文化財取扱
要綱第5条では、兵庫県
内において国の機関等
が行う事業に係る埋蔵
文化財の調整及び発掘
調査は、兵庫県教育委
員会が実施すると定め
ている。
以上のこのことから、上
記相手方と委託契約を

①イ（ニ）



27/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

新旅費システム改良
業務

支出負担行為担
当官
中国地方整備局
長
戸田和彦
広島県広島市中
区上八丁堀6-30

平成24年8月3日

シンクアプロー
チ株式会社
東京都港区芝
3-22-7

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

1,348,200 1,344,000 99.7% －

本システムは、開発業
者独自の開発思想と社
内技術によって開発さ
れており、既存のプログ
ラムの改変について開
発者の同意を得る必要
がある。また、改良を行
うためには、本システム
に関する技術的知見、
豊富な経験が求められ
るとともに、システムの
内容を詳細に熟知して
いる必要がある。当該
業者は、本システムの
著作者人格権を行使す
ることを意思表示してお
り、また、本システムの
開発を行っており、本シ
ステム改良において代
替性のない特定の知識
を有していることから、
本業務を円滑かつ確実

①ニ（ヘ）



28/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

電気料金集中払シス
テム改良業務

支出負担行為担
当官
中国地方整備局
長
戸田和彦
広島県広島市中
区上八丁堀6-30

平成24年8月3日

株式会社エヌ
エスイー
東京都品川区
東五反田1-
11-15

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

1,997,100 1,995,000 99.9% －

本システムは、開発業
者独自の開発思想と社
内技術によって開発さ
れており、既存のプログ
ラムの改変について開
発者の同意を得る必要
がある。また、改良を行
うためには、本システム
に関する技術的知見、
豊富な経験が求められ
るとともに、システムの
内容を詳細に熟知して
いる必要がある。当該
業者は、本システムの
著作者人格権を行使す
ることを意思表示してお
り、また、本システムの
開発を行っており、本シ
ステム改良において代
替性のない特定の知識
を有していることから、
本業務を円滑かつ確実

①ニ（ヘ）



29/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

地籍調査着手推進事
業

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月6日
千葉県知事
千葉市中央区
市場町1-1

会計法第29条の3第
4項

300,000 300,000 100.0% －

地籍調査は国土調査法
等に基づき実施されて
おり、特に国土調査法
第6条の3(地籍調査に
関する都道府県計画
等)及び第6条の4(事業
計画の実施等)におい
て、都道府県は管内市
町村の地籍調査の実施
について積極的に関わ
ることとなっている。経
費についても、第9条の
2(経費の負担)において
市町村の地籍調査に要
する経費の4分の3を負
担することになってい
る。このように国土調査
法では国が直接市町村
に対しておこなう事務は
なく、計画・経費等すべ
て都道府県知事が行う
こととなっている。このよ
うなことから未着手休止
中を着手に導くための
着手推進事業は都道府

①イ（イ）



30/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

地籍調査着手推進事
業

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月6日
新潟県知事
新潟市中央区
新光町4-1

会計法第29条の3第
4項

200,000 200,000 100.0% －

地籍調査は国土調査法
等に基づき実施されて
おり、特に国土調査法
第6条の3(地籍調査に
関する都道府県計画
等)及び第6条の4(事業
計画の実施等)におい
て、都道府県は管内市
町村の地籍調査の実施
について積極的に関わ
ることとなっている。経
費についても、第9条の
2(経費の負担)において
市町村の地籍調査に要
する経費の4分の3を負
担することになってい
る。このように国土調査
法では国が直接市町村
に対しておこなう事務は
なく、計画・経費等すべ
て都道府県知事が行う
こととなっている。このよ
うなことから未着手休止
中を着手に導くための
着手推進事業は都道府

①イ（イ）



31/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

地籍調査着手推進事
業

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月6日
愛知県知事
名古屋市中区
三の丸3-1-2

会計法第29条の3第
4項

2,400,000 2,400,000 100.0% －

地籍調査は国土調査法
等に基づき実施されて
おり、特に国土調査法
第6条の3(地籍調査に
関する都道府県計画
等)及び第6条の4(事業
計画の実施等)におい
て、都道府県は管内市
町村の地籍調査の実施
について積極的に関わ
ることとなっている。経
費についても、第9条の
2(経費の負担)において
市町村の地籍調査に要
する経費の4分の3を負
担することになってい
る。このように国土調査
法では国が直接市町村
に対しておこなう事務は
なく、計画・経費等すべ
て都道府県知事が行う
こととなっている。このよ
うなことから未着手休止
中を着手に導くための
着手推進事業は都道府

①イ（イ）



32/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

地籍調査着手推進事
業

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月6日
滋賀県知事
大津市京町4-
1-1

会計法第29条の3第
4項

8,000,000 8,000,000 100.0% －

地籍調査は国土調査法
等に基づき実施されて
おり、特に国土調査法
第6条の3(地籍調査に
関する都道府県計画
等)及び第6条の4(事業
計画の実施等)におい
て、都道府県は管内市
町村の地籍調査の実施
について積極的に関わ
ることとなっている。経
費についても、第9条の
2(経費の負担)において
市町村の地籍調査に要
する経費の4分の3を負
担することになってい
る。このように国土調査
法では国が直接市町村
に対しておこなう事務は
なく、計画・経費等すべ
て都道府県知事が行う
こととなっている。このよ
うなことから未着手休止
中を着手に導くための
着手推進事業は都道府

①イ（イ）



33/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

地籍調査着手推進事
業

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月6日
福岡県知事
福岡市博多区
東公園7-7

会計法第29条の3第
4項

6,716,000 6,716,000 100.0% －

地籍調査は国土調査法
等に基づき実施されて
おり、特に国土調査法
第6条の3(地籍調査に
関する都道府県計画
等)及び第6条の4(事業
計画の実施等)におい
て、都道府県は管内市
町村の地籍調査の実施
について積極的に関わ
ることとなっている。経
費についても、第9条の
2(経費の負担)において
市町村の地籍調査に要
する経費の4分の3を負
担することになってい
る。このように国土調査
法では国が直接市町村
に対しておこなう事務は
なく、計画・経費等すべ
て都道府県知事が行う
こととなっている。このよ
うなことから未着手休止
中を着手に導くための
着手推進事業は都道府

①イ（イ）

自動車損害賠償保障
事務提要(追録)

支出負担行為担
当官
国土交通省自動
車局長
中田徹
東京都千代田区
霞が関2-1-3

平成24年8月6日

(株)ぎょうせい
東京都江東区
新木場1-18-
11

会計法第29条の3第
4項

119,000 119,000 100.0% －
当該業者が出版元であ
り、販売している唯一の
者であるため。

①ニ（ニ）

八幡平山系クラカケ
沢地区砂防堰堤工事
調整業務

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
岩手河川国道事
務所長
髙橋公浩
岩手県盛岡市上
田4－2－2

平成24年8月6日

基礎地盤コン
サルタンツ株
式会社盛岡事
務所
岩手県盛岡市
本宮1-5-23

会計法第29条の3第
4項並びに予算決算
及び会計令第102条
の4第3号

－ 126,000 － －

過年度において、工事
施工箇所の詳細設計を
実施しており、業務の履
行にあたり参照した情
報、履行の経緯等を熟
知している唯一の業者
であるため。

①ニ（ヘ）



34/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

東京国際空港庁舎耐
震改修工事設計関連
業務

支出負担行為担
当官
東京航空局長
江口稔一
東京都千代田区
九段南1-1-15

平成24年8月6日

(株)荒井設計
栃木県宇都宮
市明保野町2-
10

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

2,003,857 2,000,000 99.8% －

本業務は、設計者が設
計意図を工事請負者等
に正確に伝える業務で
あり、当該施設の建築
意匠、構造及び建築設
備設計に至る実施設計
を行った左記業者のみ
が当該情報(設計意図)
を提供することが可能

①ニ（ヘ）

営繕積算システムＲＩ
ＢＣ用一次単価デー
タ・市場単価データ購
入

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
仙台市青葉区二
日町9-15

平成24年8月7日

一般財団法人
建設物価調査
会東北支部
仙台市青葉区
一番町四丁目
6番1号

会計法第29条の3第
4項並びに予算決算
及び会計令第102条
の4第3号

－ 441,000 － －

国土交通省、各都道府
県及び政令指定都市で
構成されている「営繕積
算システム等開発利用
協議会」により取り決め
たもの

①イ（ニ）

営繕積算システム(ＲＩ
ＢＣ)用単価データ購
入

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
仙台市青葉区二
日町9-15

平成24年8月7日

一般財団法人
経済調査会東
北支部
仙台市青葉区
上杉一丁目5
番15号

会計法第29条の3第
4項並びに予算決算
及び会計令第102条
の4第3号

－ 487,200 － －

国土交通省、各都道府
県及び政令指定都市で
構成されている「営繕積
算システム等開発利用
協議会」により取り決め
たもの

①イ（ニ）

東京国際空港工作物
(囲障等)購入

支出負担行為担
当官
東京航空局長
江口稔一
東京都千代田区
九段南1-1-15

平成24年8月8日
清水建設㈱
東京都中央区
京橋2-16-1

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

35,263,200 34,650,000 98.3% －

東京国際空港におい
て、全日本空輸(株)の
航空機格納庫の撤去工
事に伴い、空港保安対
策上必要となる立入禁
止柵を同事業者から購
入することから、設置場
所が限定され、供給者
が一に特定される財産

①ロ

業務技術審査システ
ム改良業務

支出負担行為担
当官
中国地方整備局
長
戸田和彦
広島県広島市中
区上八丁堀6-30

平成24年8月9日

東芝ソリュー
ション株式会社
東京都港区芝
浦1-1-1

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

3,045,000 3,045,000 100.0% －

当該業者がシステムの
著作者人格権を有して
おり、唯一の相手方で
あるため。

①ニ（ヘ）



35/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

志布志港新若浜地区
野積場3，900㎡使用
料

分任支出負担行
為担当官
九州地方整備局
志布志港湾事務
所長
花田孝美
鹿児島県志布志
市志布志町帖
6617－182

平成24年8月9日

鹿児島県
鹿児島県鹿児
島市鴨池新町
10-1

会計法第29条の3第
4項

865,800 865,800 100.0% －

当該場所でなければ公
共事業を行うことが不
可能であることから場所
が限定され、供給者が
一に特定されるため

①ロ

志布志港外港地区野
積場4，080㎡使用料

分任支出負担行
為担当官
九州地方整備局
志布志港湾事務
所長
花田孝美
鹿児島県志布志
市志布志町帖
6617－182

平成24年8月9日

鹿児島県
鹿児島県鹿児
島市鴨池新町
10-1

会計法第29条の3第
4項

2,118,500 2,118,500 100.0% －

当該場所でなければ公
共事業を行うことが不
可能であることから場所
が限定され、供給者が
一に特定されるため

①ロ

判例交通事故損害賠
償法他(追録)

支出負担行為担
当官
国土交通省自動
車局長
中田徹
東京都千代田区
霞が関2-1-3

平成24年8月10日

新日本法規出
版(株)
愛知県名古屋
市中区栄1-
23-20

会計法第29条の3第
4項

68,050 68,050 100.0% －
当該業者が出版元であ
り、販売している唯一の
者であるため。

①ニ（ニ）

浄化槽法定検査料

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
岩手河川国道事
務所長
髙橋公浩
岩手県盛岡市上
田4－2－2

平成24年8月10日

岩手県浄化槽
検査センター
岩手県紫波郡
矢巾町流通セ
ンター南3-5-8

会計法第29条の3第
4項並びに予算決算
及び会計令第102条
の4第3号

－ 15,000 － －

浄化槽法第11条に基づ
き行われる定期検査の
手数料であり、岩手県
知事が指定している検
査機関であるため。

①イ（イ）

ＰＨ指示計検定作業

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
福島河川国道事
務所長
安部勝也
福島市黒岩字榎
平36番地

平成24年8月10日

一般財団法人
日本品質保証
機構
東京都世田谷
区砧1-21-25

会計法第29条の3第
4項並びに予算決算
及び会計令第102条
の4第3号

－ 19,000 － －

ＰＨ濃度検出器の検定
については、計量法第
16条第1項第二号イに
より経済産業大臣が指
定した機関で行うことと
されているため

①イ（イ）



36/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

南長沼地区営農状況
等調査委託業務

支出負担行為担
当官
札幌開発建設部
長
西村泰弘
北海道札幌市中
央区北2条西19
丁目

平成24年8月10日

ながぬま農業
協同組合
北海道夕張郡
長沼町中央北
1丁目5番19号

会計法第29条の3第
4項

1,039,630 1,039,630 100.0% －

当該業務の履行にあ
たっては、個人情報を
含む営農収支報告書を
用いて営農形態状況調
査及び農地数隻状況調
査を行う必要があり、こ
れらの情報を保有し、当
該地域の営農形態及び
農地集積状況を詳細か
つ正確に把握する当該
農業協同組合に委託す
ることが妥当であると判

①イ（ニ）

南長沼地区地域農業
構造等調査委託業務

支出負担行為担
当官
札幌開発建設部
長
西村泰弘
北海道札幌市中
央区北2条西19
丁目

平成24年8月10日

長沼町
北海道夕張郡
長沼町中央北
1丁目1番1号

会計法第29条の3第
4項

1,501,867 1,501,867 100.0% －

当該業務の履行にあ
たっては、事業による効
果の状況をモニタリング
するため、現在の「農産
物直売所を主体とした
地産地消活動の状況調
査」、「農家民宿等の都
市と農村の交流実態調
査」を行う必要があり、
これらの情報を保有す
る唯一の公的機関であ
る長沼町に委託するも

①イ（ニ）

富良野盆地地区事業
推進調整等委託業務

支出負担行為担
当官
旭川開発建設部
長
鎌田照章
北海道旭川市宮
前通東4155番31

平成24年8月10日

中富良野町
北海道空知郡
中富良野町本
町9番1号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

17,773,000 17,773,000 100.0% －

当該業務の履行にあ
たっては、特定の個人
情報、地区内農地の権
利関係に関する調査を
中心に行う必要があり、
これらの情報を保有し、
地域の関係農家に精通
している唯一の公的機
関であることから、中富
良野町に委託するもの

①イ（ニ）

デジタル道路地図
データベース更新業
務

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
仙台市青葉区二
日町9-15

平成24年8月15日

一般財団法人
日本デジタル
道路地図協会
東京都千代田
区平河町1丁
目3番13号

会計法第29条の3第
4項、政府調達に関
する協定第15条1(ｂ)
及び国の物品等又
は特定役務の調達
手続の特例を定め
る政令第13条第1項

20,790,000 19,845,000 95.5% －

本システムは「全国デジ
タル道路地図データ
ベース標準」を基に作
成されており、同財団が
本標準の著作者人格権
を有しているため。

①ニ（ヘ）



37/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

四日市港臨港道路霞
4号幹線5-2工区工事
用作業場用地賃貸借

分任支出負担行
為担当官
中部地方整備局
四日市港湾事務
所長
長瀬和則
四日市新正三丁
目7番27号

平成24年8月17日

中部電力(株)
火力センター
愛知県名古屋
市港区大江町
3番地

会計法第29条の3第
4項

2,388,628 2,388,628 100.0% －

作業場用地を借り入れ
るものであり、場所が限
定されることにより、供
給者が一に特定され、
当該場所でなければ行
政事務を行うことが不
可能であり、競争を許さ
ないため。

①ロ

四日市港臨港道路霞
4号幹線6工区工事用
作業場用地賃貸借

分任支出負担行
為担当官
中部地方整備局
四日市港湾事務
所長
長瀬和則
四日市新正三丁
目7番27号

平成24年8月17日

中部電力(株)
火力センター
愛知県名古屋
市港区大江町
3番地

会計法第29条の3第
4項

1,133,200 1,133,200 100.0% －

作業場用地を借り入れ
るものであり、場所が限
定されることにより、供
給者が一に特定され、
当該場所でなければ行
政事務を行うことが不
可能であり、競争を許さ
ないため。

①ロ

臨港道路霞4号幹線
工事に所用の土地買
収に伴う土地代金

分任支出負担行
為担当官
中部地方整備局
四日市港湾事務
所長
長瀬和則
四日市新正三丁
目7番27号

平成24年8月17日

川越町
三重県三重郡
川越町大字豊
田一色280

会計法第29条の3第
4項

16,071,600 16,071,600 100.0% －

臨港道路の橋脚部分の
底地を購入するもので
あり、場所が限定される
ことにより、供給者が一
に特定され、当該場所
でなければ行政事務を
行うことが不可能であ
り、競争を許さないた
め。

①ロ

浄化槽法定検査(二
戸国道維持出張所外
2ヶ所)

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
岩手河川国道事
務所長
髙橋公浩
岩手県盛岡市上
田4－2－2

平成24年8月20日

岩手県浄化槽
検査センター
岩手県紫波郡
矢巾町流通セ
ンター南3-5-8

会計法第29条の3第
4項並びに予算決算
及び会計令第102条
の4第3号

－ 15,000 － －

浄化槽法第11条に基づ
き行われる定期検査の
手数料であり、岩手県
知事が指定している検
査機関であるため。

①イ（イ）
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

アオコ対策装置の開
発に関する研究
一式

分任支出負担行
為担当官
中国地方整備局
中国技術事務所
長
秋山良壮
広島県広島市安
芸区船越南2-8-
1

平成24年8月20日

国立大学法人
岡山大学
岡山県岡山市
北区津島中1-
1-1

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

－ 1,200,000 － －

本研究は､直轄管理ダ
ムにおいて近年夏季に
発生して問題となってい
るアオコについて、平成
23年度までに確立した
水面での紫外線を照射
しアオコを駆除する技術
の効率化を目指し、水
中で紫外線を照射する
場合の効果を検証する
ものである。この水面で
紫外線を照射する技術
は、平成23年度までの
包括協定において岡山
大学大学院自然科学研
究科で開発されたもの
あり、この検証に必要な
技術を保有する唯一の
研究機関であり、本研
究を進めることが可能

①ニ（ヘ）

土地賃貸借

分任支出負担行
為担当官
北陸地方整備局
新潟港湾・空港
整備事務所長
岸弘之
新潟県新潟市中
央区入船町4－
3778

平成24年8月21日

新潟冷蔵(株)
新潟県新潟市
江南区茗荷谷
711

会計法第29条の3第
4項

1,843,783 1,843,783 100.0% －

本契約は、当所にて施
工している新潟港(東港
地区)西防波堤改良工
事に使用するブロックの
製作・仮置用地を借上
するものである。
当該工事箇所に隣接す
る土地の土地所有者は
潟冷蔵(株)であり、他に
適切な場所も無く、本契
約を履行できる唯一の
者である。

①ロ

作業ヤード賃貸借(そ
の14)

分任支出負担行
為担当官
四国地方整備局
高知港湾・空港
整備事務所長
西村拓
高知県高知市種
崎874

平成24年8月21日

住友大阪セメ
ント株式会社
四国支店
香川県高松市
丸の内4-4

会計法第29条の3第
4項

6,040,000 5,841,342 96.7% －

高知港における港湾整
備事業の実施に必要な
作業用地を賃貸借契約
しており、当方が必要な
要件(所在地、広さなど)
を満たす用地は他にな
く、事業実施の間は継
続して用地を確保する
必要があるため。

①ロ



39/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

港湾施設用地使用料
(その3)

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
秋田港湾事務所
長
鈴木昭宏
秋田県秋田市土
崎港西1-1-49

平成24年8月22日

秋田県
秋田県秋田市
山王四丁目1
番1号

会計法第29条の3第
4項

1,232,000 1,232,000 100.0% －
場所が限定されること
により、供給者が一に
特定されるため。

①ロ

一般国道188号丸子
跨線橋補修工事の施
工に係る委託契約

分任支出負担行
為担当官
中国地方整備局
山口河川国道事
務所長
池田憲二
山口県防府市国
衙1-10-20

平成24年8月23日

西日本旅客鉄
道株式会社広
島支社
広島県広島市
東区二葉の里
3-8-21

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

36,822,000 36,822,000 100.0% －

鉄道事業法第2条第2項
による第一種鉄道事業
又は第4項による第三
種鉄道事業に係る鉄道
を経営する者が運転保
安上若しくは施設の維
持管理上、当該点検と
工事を実施する必要が
あることを国道と交差す
る鉄道施設の管理者と
協定を締結し、鉄道施
設の点検及び補修工事

①イ（イ）

九州新幹線(新八代・
新水俣間)新津奈木
地震計影響調査
熊本県葦北郡津奈木
岩城地先
2012/8/23～
2013/1/31
役務の提供

分任支出負担行
為担当官
九州地方整備局
八代河川国道事
務所長
堂薗俊多
熊本県八代市萩
原町1-708-2

平成24年8月23日

九州旅客鉄道
(株)
福岡県福岡市
博多区博多駅
前三丁目25番
21号

会計法第29条の3第
4項、予決令第102条
の4第3号

－ 20,443,000 － －

九州新幹線(新八代・新
津奈木間)新津奈木地
震計付近を工事施工す
るにあたって、当該地震
計への影響調査が必要
不可欠であるが、地震
計の波長解析の専門性
及び機器の仕様が非公
開であることからＪＲ九
州以外が解析調査をす
ることができないため。

①ニ（ヘ）

志布志港外港地区野
積場2，879㎡使用料

分任支出負担行
為担当官
九州地方整備局
志布志港湾事務
所長
花田孝美
鹿児島県志布志
市志布志町帖
6617－182

平成24年8月24日

鹿児島県
鹿児島県鹿児
島市鴨池新町
10-1

会計法第29条の3第
4項

639,140 639,140 100.0% －

当該場所でなければ公
共事業を行うことが不
可能であることから場所
が限定され、供給者が
一に特定されるため

①ロ



40/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

沖洲(外)地区作業用
地借入(その5)

分任支出負担行
為担当官
四国地方整備局
小松島港湾・空
港整備事務所長
藤野正宏
徳島県小松島市
小松島町字新港
9－14

平成24年8月28日
徳島県知事
徳島県徳島市
万代町1－1

会計法第29条の3第
4項

1,254,460 1,254,460 100.0% －

徳島小松島港整備事業
に使用するケーソン製
作用地として借入れを
行うものであるが、要件
(所在地、広さなど)を満
たす用地が他にないた
め

①ロ

成田国際空港管制塔
耐震改修工事設計関
連業務

支出負担行為担
当官
東京航空局長
江口稔一
東京都千代田区
九段南1-1-15

平成24年8月28日
(株)梓設計
東京都品川区
東品川2-1-11

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

1,712,419 1,680,000 98.1% －

本業務は、設計者が設
計意図を工事請負者等
に正確に伝える業務で
あり、当該施設の建築
意匠、構造及び建築設
備設計に至る実施設計
を行った左記業者のみ
が当該情報(設計意図)
を提供することが可能

①ニ（ヘ）
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度ヘリコプ
ター運航業務(きんき
号)

支出負担行為担
当官
中部地方整備局
長
足立敏之
名古屋市中区三
の丸2丁目5-1名
古屋合同庁舎第
2号館

平成24年8月30日

中日本航空株
式会社大阪支
店
大阪府八尾市
空港2丁目12
番地

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

1,352,778 1,352,778 100.0% －

本業務は、中部地方整
備局が維持管理する災
害対策用ヘリコプター
「まんなか号」が、点検・
修理等により運航不能
時や、災害対策及び所
掌施設等の管理・調査
等の状況により複数の
ヘリコプターの運航が必
要な場合において、そ
の代替・補填機能とし
て、近畿地方整備局が
維持管理する災害対策
用ヘリコプター「きんき
号」の運航を可能とする
体制を確立するもので
ある。本業務を実施す
るには、航空機運航業
務に関する専門的な知
識と豊富な経験を有し、
突発的に発生する災害
に対して迅速且つ確実
な運航体制を確立する
ことが必要となる。中日
本航空株式会社大阪支
店は近畿地方整備局と
「平成24年度　航空機
運航・維持管理業務(以
下「運航・維持管理業
務」という)」を契約締結
しており 「きんき号」に

①ロ
単価
契約
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度ヘリコプ
ター運航業務(あおぞ
ら号)

支出負担行為担
当官
中部地方整備局
長
足立敏之
名古屋市中区三
の丸2丁目5-1名
古屋合同庁舎第
2号館

平成24年8月30日

朝日航洋株式
会社
東京都江東区
新木場4丁目7
番41号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

2,057,424 2,056,321 99.9% －

本業務は、中部地方整
備局が維持管理する災
害対策用ヘリコプター
「まんなか号」が、点検・
修理等により運航不能
時や、災害対策及び所
掌施設等の管理・調査
等の状況により複数の
ヘリコプターの運航が必
要な場合において、そ
の代替・補填機能とし
て、関東地方整備局が
維持管理する災害対策
用ヘリコプター「あおぞ
ら号」の運航を可能とす
る体制を確立するもの
である。本業務を実施
するには、航空機運航
業務に関する専門的な
知識と豊富な経験を有
し、突発的に発生する
災害に対して迅速且つ
確実な運航体制を確立
することが必要となる。
朝日航洋株式会社は関
東地方整備局と「平成
24年度　航空機運航・
維持管理業務(以下「運
航・維持管理業務」とい
う)」を契約締結してお
り 「あおぞら号」につい

①ロ
単価
契約
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度ヘリコプ
ター運航業務(ほくりく
号)

支出負担行為担
当官
中部地方整備局
長
足立敏之
名古屋市中区三
の丸2丁目5-1名
古屋合同庁舎第
2号館

平成24年8月30日

中日本航空株
式会社新潟支
店
新潟県新潟市
東区松浜町新
潟空港内

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

1,325,285 1,325,285 100.0% －

本業務は、中部地方整
備局が維持管理する災
害対策用ヘリコプター
「まんなか号」が、点検・
修理等により運航不能
時や、災害対策及び所
掌施設等の管理・調査
等の状況により複数の
ヘリコプターの運航が必
要な場合において、そ
の代替・補填機能とし
て、北陸地方整備局が
維持管理する災害対策
用ヘリコプター「ほくりく
号」の運航を可能とする
体制を確立するもので
ある。本業務を実施す
るには、航空機運航業
務に関する専門的な知
識と豊富な経験を有し、
突発的に発生する災害
に対して迅速且つ確実
な運航体制を確立する
ことが必要となる。中日
本航空株式会社新潟支
店は北陸地方整備局と
「平成24年度　航空機
運航・維持管理業務(以
下「運航・維持管理業
務」という)」を契約締結
しており 「ほくりく号」に

①ロ
単価
契約

2号観音電共連系管
路(空港通り)工事(通
信)

分任支出負担行
為担当官
中国地方整備局
広島国道事務所
長
三橋勝彦
広島県広島市南
区東雲2-13-28

平成24年8月30日

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｲﾝﾌ
ﾗﾈｯﾄ株式会社
広島県広島市
南区宇品神田
3-12-11

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

－ 9,654,363 － －

電線共同溝の整備等に
関する特別措置法に基
づく連係管路工事で、既
設設備及び近傍箇所に
おける保安上電線管理
者が工事を実施する必
要があることを確認して
工事を委託するもので

①イ（イ）
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
北海道知事
札幌市中央区
北3条西6丁目

会計法第29条の3第
4項

1,039,000 1,039,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
青森県知事
青森市長島1-
1-1

会計法第29条の3第
4項

367,000 367,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
岩手県知事
盛岡市内丸
10-1

会計法第29条の3第
4項

557,000 557,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、「国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計」に関する事務

①イ（イ）
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
宮城県知事
仙台市青葉区
本町3-8-1

会計法第29条の3第
4項

634,000 634,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、「国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計」に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
秋田県知事
秋田市山王4-
1-1

会計法第29条の3第
4項

390,000 390,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、「国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計」に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
山形県知事
山形市松波2-
8-1

会計法第29条の3第
4項

408,000 408,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）



46/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
福島県知事
福島市杉妻町
2-16

会計法第29条の3第
4項

375,000 375,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
茨城県知事
水戸市笠原町
978-6

会計法第29条の3第
4項

419,000 419,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
栃木県知事
宇都宮市塙田
1-1-20

会計法第29条の3第
4項

289,000 289,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）



47/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
群馬県知事
前橋市大手町
1-1-1

会計法第29条の3第
4項

320,000 320,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日

埼玉県知事
さいたま市浦
和区高砂3-
15-1

会計法第29条の3第
4項

495,000 495,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
千葉県知事
千葉市中央区
市場町1-1

会計法第29条の3第
4項

537,000 537,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）



48/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
東京都知事
東京都新宿区
西新宿2-8-1

会計法第29条の3第
4項

1,151,000 1,151,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
神奈川県知事
横浜市中区日
本大通1

会計法第29条の3第
4項

628,000 628,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
新潟県知事
新潟市中央区
新光町4-1

会計法第29条の3第
4項

588,000 588,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）



49/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
富山県知事
富山市新総曲
輪1-7

会計法第29条の3第
4項

322,000 322,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
石川県知事
金沢市鞍月1-
1

会計法第29条の3第
4項

348,000 348,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
福井県知事
福井市大手3-
17-1

会計法第29条の3第
4項

319,000 319,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）



50/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
山梨県知事
甲府市丸の内
1-6-1

会計法第29条の3第
4項

293,000 293,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日

長野県知事
長野市大字南
長野字幅下
692-2

会計法第29条の3第
4項

536,000 536,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
岐阜県知事
岐阜市藪田南
2-1-1

会計法第29条の3第
4項

466,000 466,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）



51/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
静岡県知事
静岡市葵区追
手町9-6

会計法第29条の3第
4項

325,000 325,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
愛知県知事
名古屋市中区
三の丸3-1-2

会計法第29条の3第
4項

1,242,000 1,242,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
三重県知事
津市広明町13

会計法第29条の3第
4項

500,000 500,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）



52/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
滋賀県知事
大津市京町4-
1-1

会計法第29条の3第
4項

292,000 292,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日

京都府知事
京都市上京区
下立売通新町
西入薮ノ内町

会計法第29条の3第
4項

540,000 540,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
大阪府知事
大阪市中央区
大手前2-1-22

会計法第29条の3第
4項

1,096,000 1,096,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）



53/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日

兵庫県知事
神戸市中央区
下山手通5-
10-1

会計法第29条の3第
4項

822,000 822,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
奈良県知事
奈良市登大路
町30

会計法第29条の3第
4項

321,000 321,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
和歌山県知事
和歌山市小松
原通1-1

会計法第29条の3第
4項

374,000 374,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）



54/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
鳥取県知事
鳥取市東町1-
220

会計法第29条の3第
4項

312,000 312,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
島根県知事
松江市殿町1

会計法第29条の3第
4項

62,000 62,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
岡山県知事
岡山市北区内
山下2-4-6

会計法第29条の3第
4項

72,000 72,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）



55/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
広島県知事
広島市中区基
町10-52

会計法第29条の3第
4項

469,000 469,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
山口県知事
山口市滝町1-
1

会計法第29条の3第
4項

299,000 299,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
徳島県知事
徳島市万代町
1-1

会計法第29条の3第
4項

336,000 336,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）



56/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
香川県知事
高松市番町4-
1-10

会計法第29条の3第
4項

291,000 291,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
愛媛県知事
松山市一番町
4-4-2

会計法第29条の3第
4項

380,000 380,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
高知県知事
高知市丸ノ内
1-2-20

会計法第29条の3第
4項

136,000 136,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）



57/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
福岡県知事
福岡市博多区
東公園7-7

会計法第29条の3第
4項

951,000 951,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
佐賀県知事
佐賀市城内1-
1-59

会計法第29条の3第
4項

224,000 224,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
長崎県知事
長崎市江戸町
2-13

会計法第29条の3第
4項

381,000 381,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）



58/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
熊本県知事
熊本市中央区
水前寺6-18-1

会計法第29条の3第
4項

481,000 481,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
大分県知事
大分市大手町
3-1-1

会計法第29条の3第
4項

396,000 396,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
宮崎県知事
宮崎市橘通東
2-10-1

会計法第29条の3第
4項

71,000 71,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）



59/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
鹿児島県知事
鹿児島市鴨池
新町10-1

会計法第29条の3第
4項

387,000 387,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

平成25年土地基本調
査に係る名簿収集及
び標本名簿整備委託
業務

支出負担行為担
当官
土地・建設産業
局長
佐々木基
千代田区霞が関
2－1－3

平成24年8月31日
沖縄県知事
那覇市泉崎1-
2-2

会計法第29条の3第
4項

314,000 314,000 100.0% －

統計法施行令第4条に
より、都道府県知事が
事務を行うこととされて
いるもののうち、『国及
び地方公共団体以外の
法人が所有する土地の
所有及び利用について
の基礎的事項を全国的
及び地域別に明らかに
することを目的とする基
幹統計』に関する事務

①イ（イ）

浄化槽法定検査

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
酒田河川国道事
務所長
北村章
山形県酒田市上
安町一丁目2番
地の1

平成24年8月31日

社団法人山形
県水質保全協
会
山形県東根市
大字野田695
番地の8

会計法第29条の3第
4項並びに予算決算
及び会計令第102条
の4第3号

－ 61,000 － －

飽海出張所ほか10箇所
において、浄化槽法に
基づく浄化槽の法定検
査を行うものである。同
法により浄化槽管理者
は年1回、指定検査機
関の行う水質に関する
検査を受けなければな
らず、山形県庄内地区
において唯一の指定検
査機関である当該契約
相手方と契約するもの

①イ（イ）



60/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

一般国道483号北近
畿豊岡自動車道八鹿
豊岡南道路事業に伴
う埋蔵文化財発掘調
査

分任支出負担行
為担当官
近畿地方整備局
豊岡河川国道事
務所
齋藤博之
兵庫県豊岡市幸
町10番3号

平成24年8月31日

兵庫県教育長
神戸市中央区
下山手通5-
10-1

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

－ 54,088,837 － －

兵庫県埋蔵文化財取扱
要綱第5条では、兵庫県
内において国の機関等
が行う事業に係る埋蔵
文化財の調整及び発掘
調査は、兵庫県教育委
員会が実施すると定め
ている。
以上のこのことから、上
記相手方と委託契約を

①イ（ニ）

堺泉北港堺2区作業
用地賃貸借(その4)

分任支出負担行
為担当官
近畿地方整備局
大阪港湾・空港
整備事務所長
鈴木徹
大阪府大阪市港
区弁天1丁目2番
1-1500

平成24年8月31日

(株)新日鉄都
市開発関西支
店
大阪府大阪市
北区中之島3
丁目2番4号

会計法第29条の3第
4項

－ 1,892,130 － －

堺2区整備事業におい
て、ヤードを確保するた
めに借入するものであ
る。施工場所の近辺で
施工条件を満たす場所
が当該場所に限られる
ため。

①ロ

道央用水(三期)外1地
区長沼地域事業推進
調査委託業務

支出負担行為担
当官
札幌開発建設部
長
西村泰弘
北海道札幌市中
央区北2条西19
丁目

平成24年8月31日

ながぬま土地
改良区
北海道夕張郡
長沼町中央北
1丁目1番2号

会計法第29条の3第
4項

7,943,244 7,943,244 100.0% －

当該業務の履行にあ
たっては、必要な個人
情報等を保有し、水利
施設の利用状況等に精
通している当該土地改
良区に委託することが
妥当であると判断したた
め。

①イ（ニ）

土地5，950㎡使用料

分任支出負担行
為担当官
九州地方整備局
宮崎港湾・空港
整備事務所長
三島理
宮崎県宮崎市港
1-16

平成24年9月1日
宮崎県宮崎県
宮崎市橘通東
2-10-1

会計法第29条の3第
4項

1,278,952 1,278,952 100.0% －

当該場所でなければ公
共事業を行うことが不
可能であることから場所
が限定され、供給者が
一に特定されるため

①ロ



61/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

一般国道54号松江市
宍道町佐々布地内外
における跨線橋補修
工事に伴う山陰本線
宍道・荘原間宍道跨
線橋外1修繕工事

分任出負担行為
担当官
中国地方整備局
松江国道事務所
長
清水純
島根県松江市西
津田2-6-28

平成24年9月3日

西日本旅客鉄
道株式会社米
子支社
鳥取県米子市
弥生町2

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

－ 40,299,000 － －

鉄道事業法第2条第2項
による第一種鉄道事業
又は第4項による第三
種鉄道事業に係る鉄道
を経営する者が運転保
安上若しくは施設の維
持管理上、当該点検と
工事を実施する必要が
あることを国道と交差す
る鉄道施設の管理者と
協定を締結し、鉄道施
設の点検を委託するも

①イ（イ）

九州北部豪雨排水ポ
ンプ車他操作
一式

分任支出負担行
為担当官
中国地方整備局
中国技術事務所
長
秋山良壮
広島県広島市安
芸区船越南2-8-
1

平成24年9月3日

株式会社伏光
組
広島県広島市
南区出島1-
33-61

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

2,436,000 2,257,500 92.7% －

本件は、災害対策本部
からの出動要請により、
九州地方整備局管内へ
出動させる排水ポンプ
車及び照明車の操作を
するものである。本件は
突発的に発生した緊急
災害対応であり、契約
手続きにおいては、緊
急の必要により競争に
付することができない。
災害対策基本法に基づ
く防災業務計画の一環
として締結する「災害対
策用機械に関する協
定」に基づき当該受注

①イ（イ）

津別地区農家経済状
況調査等委託業務

支出負担行為担
当官
網走開発建設部
長
板倉純
北海道網走市新
町2丁目6番1号

平成24年9月3日

津別町農業協
同組合
北海道網走郡
津別町字大通
り33番地

会計法第29条の3第
4項

1,487,850 1,487,850 100.0% －

当該業務の履行にあ
たっては、必要な個人
情報等を保有し、当該
地域の営農経営状況等
を詳細かつ正確に把握
している当該農業協同
組合に委託することが
妥当であると判断したた

①イ（ニ）



62/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

津別地区土地所有状
況調査等委託業務

支出負担行為担
当官
網走開発建設部
長
板倉純
北海道網走市新
町2丁目6番1号

平成24年9月3日

津別町
北海道網走郡
津別町字幸町
41番地

会計法第29条の3第
4項

2,467,000 2,467,000 100.0% －

当該業務の履行にあ
たっては、受益予定者
の受益地積、換地計画
等について調査を行う
必要があり、これらの情
報を保有し、地域の関
係農家に精通している
唯一の公的機関である
ことから、津別町に委託

①イ（ニ）

雄武丘陵地区受益地
現況調査等委託業務

支出負担行為担
当官
網走開発建設部
長
板倉純
北海道網走市新
町2丁目6番1号

平成24年9月3日

雄武町
北海道紋別郡
雄武町字雄武
700番地

会計法第29条の3第
4項

1,777,000 1,777,000 100.0% －

当該業務の履行にあ
たっては、農地等の所
有状況や町有地の利用
計画、換地計画等につ
いて調査を行う必要が
あり、これらは不開示情
報(農地基本台帳、固定
資産台帳)に基づき行う
調査であることから、こ
れらの情報を保有して
いる唯一の公的機関で
ある雄武町に委託する

①イ（ニ）



63/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度デジタル
道路地図データベー
ス更新業務

支出負担行為担
当官
中部地方整備局
長
足立敏之
名古屋市中区三
の丸2丁目5-1名
古屋合同庁舎第
2号館

平成24年9月5日

(一財)日本デジ
タル道路地図
協会
東京都千代田
区平河町1-3-
13ヒューリック
平河町ビル5階

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

27,888,000 26,565,000 95.3% 2

本業務は、中部地方整
備局管内における各種
道路管理上必要不可欠
であるデジタル道路地
図データベースを、新規
供用路線や道路改良等
が実施される箇所につ
いて、平成23年度版を
基に、平成24年度版と
して年次更新するもの
である。デジタル道路地
図データベースは、昭
和63年に官民が共通で
利用する「統一仕様に
基づくデジタル道路地
図」を整備・更新するた
めに設立された(一財)
デジタル道路地図協会
自らが仕様を検討のう
え、整備・更新がなされ
てきたところである。1本
業務の遂行にあたって
は、最新のデジタル道
路地図データベースと
の整合性を図り、全国
統一の精度・品質管理
を確保するためには、
デジタル道路地図デー
タベース仕様に基づく更
新が必要であるが、こ
の仕様は協会のみが保

①ニ（ヘ）

志布志港外港地区野
積場1，792㎡使用料

分任支出負担行
為担当官
九州地方整備局
志布志港湾事務
所長
花田孝美
鹿児島県志布志
市志布志町帖
6617－182

平成24年9月5日

鹿児島県
鹿児島県鹿児
島市鴨池新町
10-1

会計法第29条の3第
4項

397,830 397,830 100.0% －

当該場所でなければ公
共事業を行うことが不
可能であることから場所
が限定され、供給者が
一に特定されるため

①ロ



64/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

成田国際空港第一旅
客ターミナルビル(南
ウイング)官庁部分改
修設計委託

支出負担行為担
当官
東京航空局長
江口　稔一
東京都千代田区
九段南1-1-15

平成24年9月5日

成田国際空港
(株)
千葉県成田市
古込字古込1
－1

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

42,000,000 42,000,000 100.0% －

成田国際空港第一旅客
ターミナルビル改修に
伴う官庁部分の設計を
委託するものであり、空
港法第4条第3項により
成田国際空港を設置及
び管理する者として左
記業者が指定されてい

①イ（イ）
（限度
額）

災害対策用機械統合
管理システム車載装
置購入

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
青森河川国道事
務所長
盛谷明弘
青森県青森市中
央三丁目20番38
号

平成24年9月6日

株式会社デン
ソーセールス
東北支社
仙台市宮城野
区苦竹2-6-1

会計法第29条の3第
4項並びに予算決算
及び会計令第102条
の4第3号

－ 516,600 － －

本件は災害対策用機械
統合管理システム車載
装置を購入し、当事務
所所有の排水ポンプ車
に取り付けするもので
ある。
本システムは衛星通信
によって基地局と各災
害対策用機械に搭載し
ている車載装置間で位
置情報、通信文の送受
信を行うものであるが、
本システムの端末であ
る車載装置の取り付け
にあたっては、データの
登録、基地局との通信
調整が必要となるため、
本システムの販売、保
守を等を行っている契

①ニ（ヘ）



65/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

松江都市圏ノーマイ
カーウィーク周知広報

分任出負担行為
担当官
中国地方整備局
松江国道事務所
長
清水純
島根県松江市西
津田2-6-28

平成24年9月6日

株式会社山陰
中央新報社
島根県松江市
殿町383

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

2,864,925 2,864,925 100.0% －

行政目的を達成するた
めの特定情報について
供給者が1者に特定さ
れるもの。本広報は、松
江都市圏の渋滞緩和等
を目的として実施される
「松江市ノーマイカーウ
イーク」の計画や実施内
容等を多くの道路利用
者に周知してその趣旨
を理解していただくため
に新聞掲載を行うもの
であるが、当該業者は
広告掲出地域（島根県
内）の新聞発行部数が
最も多く、かつ、全域を
カバーする唯一の新聞

①ニ（ヘ）

平成24年度一般国道
9号江津跨線橋外2修
繕工事

分任支出負担行
為担当官
中国地方整備局
浜田河川国道事
務所長
高橋広幸
島根県浜田市相
生町3973

平成24年9月7日

西日本旅客鉄
道株式会社米
子支社
鳥取県米子市
弥生町2

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

－ 34,920,000 － －

鉄道事業法第2条第2項
による第一種鉄道事業
又は第4項による第三
種鉄道事業に係る鉄道
を経営する者が運転保
安上若しくは施設の維
持管理上、当該工事を
実施する必要があるこ
とを国道と交差する鉄
道施設の管理者と協定
を締結し、鉄道施設の
補修工事を委託するも

①イ（イ）



66/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

中央合同庁舎第3号
館ＰＣＢ廃棄物処理
業務

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞ヶ関2－1－3

平成24年9月10日

日本環境安全
事業株式会社
東京都港区芝
1-7-17

会計法第29条の3第
4項
国の物品等又は特
定役務の調達手続
の特例を定める政
令第13条第1項
政府調達に関する
協定第15条1(ｂ)

53,806,000 53,806,000 100.0% －

本業務は、中央合同庁
舎第3号館で保管・管理
している高濃度のＰＣＢ
(ポリ塩化ビフェニル)を
含有した高圧トランスや
高圧コンデンサ等の電
気機器を、「ポリ塩化ビ
フェニル廃棄物の適正
な処理の推進に関する
特別措置法(以下、「ＰＣ
Ｂ特別措置法」とい
う。)」に基づき処理を行
うものである。当該処理
に当たっては、「ＰＣＢ特
別措置法」で示す、都道
府県等が定めた「ポリ塩
化ビフェニル廃棄物処
理計画(以下「ＰＣＢ処理
計画」という。)」に基づ
き行う必要がある。東京
都が定めている「東京
都ＰＣＢ処理計画」の第
1章第5項においては、
高濃度ＰＣＢ廃棄物の
処分先として日本環境
安全事業株式会社のみ
を規定している。
よって、法令等の規定
により当該業者は、本
業務の唯一の契約相手
方であることから随意契

①イ（ニ）

土地3，641㎡使用料

分任支出負担行
為担当官
九州地方整備局
宮崎港湾・空港
整備事務所長
三島理
宮崎県宮崎市港
1-16

平成24年9月10日
宮崎県宮崎県
宮崎市橘通東
2-10-1

会計法第29条の3第
4項

1,006,987 1,006,987 100.0% －

当該場所でなければ公
共事業を行うことが不
可能であることから場所
が限定され、供給者が
一に特定されるため

①ロ



67/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

不動産（土地）購入

支出負担行為担
当官
海上保安庁次長
桝野龍二
東京都千代田区
霞が関2-1-3

平成24年9月11日

個人
（個人情報保
護法により非
開示）

会計法第29条の3第
4項

2,050,000,000 2,050,000,000 100.0% －

個人所有になっていた
島嶼部を国有化するも
のであり、供給者が一
に特定されるため。

①イ（ハ）

海上保安学校学生採
用試験試験会場借上

支出負担行為担
当官
第三管区海上保
安本部長
三木基実
神奈川県横浜市
中区北仲通5-57

平成24年9月11日

学校法人駒澤
大学
東京都世田谷
区駒沢1丁目
23番1号

会計法第29条の3第
4項

851,000 851,000 100.0% －

駒沢大学との海上保安
学校学生採用試験試験
会場借上の契約におい
ては、受験予定者数確
定後直ちに東京23区内
の公共交通機関の駅等
の周辺に立地する大学
等を調査したが、先約、
試験環境不適合等によ
り実施可能なのは当該
大学のみで場所が限定
されることにより、供給
者が一に特定されるた

①ロ

旬刊デジタル物価版
(石油製品編)購入

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
仙台市青葉区二
日町9-15

平成24年9月12日

一般財団法人
経済調査会
東京都中央区
銀座5-13-16

会計法第29条の3第
4項並びに予算決算
及び会計令第102条
の4第3号

－ 10,200 － －
当該契約相手方以外に
は、販売を行っている者
がいないため。

①ニ（ニ）

事務所本館他耐震改
修実施設計その2業
務

分任支出負担行
為担当官
近畿地方整備局
大阪国道事務所
瀬本浩史
大阪市城東区今
福西2-12-35

平成24年9月14日
(株)上坂設計
大阪市北区太
融寺町3-24

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

2,016,000 1,950,000 96.7% －

庁舎耐震化工事におい
て、設計者が設計図書
のみでは表現しつくせ
ない事項について、工
事施工段階において請
負業者、監督職員、工
事監理受託者に設計意
図を正確に伝えるため
の業務であり、設計者
以外の履行が困難なた

①ニ（ヘ）



68/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

事務所本館他耐震改
修実施設計その2業
務

分任支出負担行
為担当官
近畿地方整備局
大阪国道事務所
長
瀬本浩史
大阪府大阪市城
東区今福西二丁
目12－35

平成24年9月14日

(株)上坂設計
大阪府大阪市
北区太融寺町
3－24

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第三号

2,016,000 1,995,000 99.0% －

本業務は、本年度発注
された大阪国道事務所
庁舎耐震化改修工事に
係る設計業務において
建築意匠、構造及び建
築設備設計に至る全体
の調整と、とりまとめを
行った設計者以外に知
り得ない情報である設
計意図のうち、設計者
が設計図書のみでは表
現し尽くせないものにつ
いて、工事施工段階に
おいて工事請負業者、
監督職員、工事監理受
託者に正確に伝えるも
のであることから、設計
者がこれを行う必用が
あることから、当該設計

①ニ（ヘ）

志布志港新若浜地区
野積場6，264㎡使用
料

分任支出負担行
為担当官
九州地方整備局
志布志港湾事務
所長
花田孝美
鹿児島県志布志
市志布志町帖
6617－182

平成24年9月18日

鹿児島県
鹿児島県鹿児
島市鴨池新町
10-1

会計法第29条の3第
4項

1,390,610 1,390,610 100.0% －

当該場所でなければ公
共事業を行うことが不
可能であることから場所
が限定され、供給者が
一に特定されるため

①ロ

技術審査支援システ
ム改良業務

支出負担行為担
当官
中国地方整備局
長
戸田和彦
広島県広島市中
区上八丁堀6-30

平成24年9月20日

株式会社長大
東京都中央区
日本橋蛎殻町
1-20-4

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

7,927,080 7,917,000 99.9% －

当該業者がシステムの
著作者人格権を有して
おり、唯一の相手方で
あるため。

①ニ（ヘ）



69/71

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

「堺泉北港堺2区基幹
的広域防災拠点」合
同訓練実施業務

支出負担行為担
当官
近畿地方整備局
副局長
田邊俊郎
神戸市中央区海
岸通29

平成24年9月21日

東洋建設株式
会社
大阪市中央区
高麗橋4－1－
1

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

35,145,600 34,965,000 99.5% －

災害対策基本法に基づ
く防災業務計画の一環
として締結した「国土交
通省近畿地方整備局港
湾空港部管轄区域にお
ける災害時の応急対策
業務に関する協定」に
基づき、当該者に災害
時の対応及び防災訓練
の実施を義務づけてい

①イ（イ）

平成23年度特別会計
歳入歳出決算書等の
購入

支出負担行為担
当官
国土交通省自動
車局長
中田徹
東京都千代田区
霞が関2-1-3

平成24年9月24日

(独)国立印刷
局
東京都港区虎
ノ門2-2-4

会計法第29条の3第
4項

72,759 72,759 100.0% －

決算書等の製造は実施
可能な者が一に限ら
れ、他の者では本件を
実施することが不可の
ため。

①ハ

土地賃貸借

分任支出負担行
為担当官
北陸地方整備局
新潟港湾・空港
整備事務所長
岸弘之
新潟県新潟市中
央区入船町4－
3778

平成24年9月25日

新潟冷蔵(株)
新潟県新潟市
江南区茗荷谷
711

会計法第29条の3第
4項

4,337,105 4,337,105 100.0% －

本契約は、当所にて施
工している新潟港(東港
地区)西防波堤改良工
事に使用するブロックの
製作・仮置用地を借上
するものである。
当該工事箇所に隣接す
る土地の土地所有者は
新潟冷蔵(株)であり、他
に適切な場所も無く、本
契約を履行できる唯一
の者である。

①ロ

宿舎借上げ
(ヴィラ・ルミエール
303号ほか6件)

支出負担行為担
当官
第七管区海上保
安本部長
木田祐二
福岡県北九州市
門司区西海岸1
－3－10

平成24年9月25日

株式会社リー
ス山口
山口県萩市椿
東玉太郎1046
－13

会計法第29条の3第
4項

2,115,000 2,115,000 100.0% －

使用目的、立地条件等
により競争をゆるさない
ことから、会計法第29条
の3第4項に該当するた
め。

①ロ
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

平成24年度由良川下
流部緊急水防災対策
事業に係る大川遺跡
の発掘調査

分任支出負担行
為担当官
近畿地方整備局
福知山河川国道
事務所長
福岡彰三
京都府福知山市
字堀小字今岡
2459-17

平成24年9月27日

公益財団法人
京都府埋蔵文
化財調査研究
センター
京都府向日市
寺戸町南垣内
40-3

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

－ 20,489,700 － －

文化財保護法に基づく
京都府教育委員会との
協議により、公益財団
法人京都府埋蔵文化財
調査研究センターが発
掘調査を行うこととなっ
たため

①イ（ニ）

平成23年度一般会計
歳入歳出決算書外の
購入

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
藤井健
東京都千代田区
霞が関2－1－3

平成24年9月28日

(独)国立印刷
局
東京都港区虎
ノ門2－2－4

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

2,701,343 2,701,343 100.0% －

平成23年度一般会計歳
入歳出決算書外の購入
については、「財政法第
40条」により通常国会に
おいて国会に提出する
のを常例としている。当
該物品を国会提出前に
発行しているのは(独)国
立印刷局が唯一の機関
であり、また当省におい
ても国会提出前に決算
業務等において必要で

①ハ

国土交通大学校中央
監視装置一式修繕

支出負担行為担
当官
国土交通大学校
長
小林利之
東京都小平市喜
平町2－2－1

平成24年9月28日

ジョンソンコント
ロールズ株式
会社
東京都渋谷区
笹塚1-50-1笹
塚ＮＡビル

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

1,939,024 1,771,140 91.3% －

当校で使用してる中央
監視装置は当校用にプ
ログラムを開発、製造し
たものであり、著作権及
び著作者人格権の同一
性保持権を有するととも
に行使している

①ニ（ヘ）

土地11，700㎡賃貸借
2

分任支出負担行
為担当官
九州地方整備局
別府港湾･空港
整備事務所長
梅崎康浩
大分県別府市石
垣東10-3-15

平成24年9月28日
大分県
大分県大分市
大手町3-1-1

会計法第29条の3第
4項

4,886,370 4,886,370 100.0% －

当該場所でなければ公
共事業を行うことが不
可能であることから場所
が限定され、供給者が
一に特定されるため

①ロ
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざ
るを得ない場合と
した財務大臣通
知上の根拠区分

備　　考

土地25，076．0㎡賃
貸借

分任支出負担行
為担当官
九州地方整備局
宮崎港湾・空港
整備事務所長
三島理
宮崎県宮崎市港
1-16

平成24年9月28日

旭化成(株)延
岡支社
宮崎県延岡市
旭町2-1-3

会計法第29条の3第
4項

4,510,000 3,820,000 84.7% －

当該場所でなければ公
共事業を行うことが不
可能であることから場所
が限定され、供給者が
一に特定されるため

①ロ

最適な航空ネットワー
クの形成に向けた航
空動向把握のための
システム利用

支出負担行為担
当官
航空局長
田村明比古
東京都千代田区
霞ヶ関2-1-3

平成24年9月29日

ＳａｂｒｅＩｎｋ
ＵＳＡ
3150SabreDriv
e,Southlake,Ta
xas76092

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号

4,050,000 3,645,000 90.0% －

国際航空旅客輸送の動
向を把握するため必要
不可欠な特定の情報を
唯一提供可能な業者か
ら受けるもののため。

①ニ（ヘ）

〔記載要領〕
１．本表は平成２４年度に締結した契約のうち、平成２５年度も競争性のない随意契約とならざるを得ないものについて、当該契約ごとに記載すること。
２．本表は、「公共調達の適正化について」（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）記３．の記載方法に準じて記載すること。
３．「随意契約によらざるを得ない事由」欄は、「平成24年度国土交通省調達改善計画」に基づく調達改善の推進について（平成24年4月2日付事務連絡）による「再検討の結果、随意契約によらざるを得ない事由」

ざ ① ③


